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第２章 租税行政庁による行政解釈の必要性とその存在形式等 

第３章 法人税に関する行政解釈の統制という視点 

・租税行政庁による行政解釈の存在形式等の現状確認 

・本研究における中心的な考察対象の絞り込み(法人税に関する政令・通達) 

とその理由 

・行政解釈の租税法律主義適合性を検討する際に必須となる実体法(法人税

法)の準備的考察 

第４章 租税に関する政令の現状と統制の必要性 

第５章 税務通達の現状と統制の必要性 

・第1章及び第2・3章を踏まえて、現行の政令・通達の租税法律主義適合性を検討 

・租税行政庁による行政解釈の統制の実質的根拠又は事実上の根拠 

第６章 統制手段としてのパブリックコメント制度 

・前章までの考察により、租税行政庁による行政解釈を何らかの形で統制する必要性が

論証されたことを受けて、統制手段として、パブリックコメント制度の活用を提案 

・パブリックコメント制度の概要の確認を通じて同制度の魅力と制度上の問題点の析出 

・実際のパブリックコメント案件の分析を通じて運用上の問題点の析出 

第７章 連邦行政手続法の告知コメント手続と租税行政 

第８章 米国財務省等が利用する暫定規則を巡る諸問題 

・第6章で析出されたパブリックコメント制度の問題点を受けて、その改善策の提案につなが

る有益な示唆を得るために、米国における告知コメント手続と租税行政を巡る議論の研究 

・米国財務省等が法的効力ある規則を迅速に制定する必要がある場合に、告知コメント手続

を実施せずに発行する暫定規則を巡る諸問題の研究 

 

 

 

第９章 現行パブリックコメント制度の改善策の提案 

・第7・8章の比較法研究を踏まえて、第6章で析出したパブリックコメント制度の問題

点に対する改善策の提案 
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第１章 租税法律主義と租税公平主義の原則 

・租税行政庁による行政解釈の統制の規範的ないし理論上の根拠 

・租税法規の解釈・適用の場面において最優先する価値判断の基準の確認 

(添付資料１) 
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